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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第10期

第２四半期
連結累計期間

第11期
第２四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年９月30日

自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (千円) 1,354,461 1,173,519 2,673,288

経常利益 (千円) 66,832 2,141 74,463

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失(△)

(千円) 50,266 △2,779 67,691

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 49,520 △3,429 67,010

純資産額 (千円) 1,431,435 1,440,135 1,448,925

総資産額 (千円) 1,748,473 1,781,053 1,709,059

１株当たり四半期(当期)純利
益又は１株当たり四半期純損
失(△)

(円) 2.20 △0.12 2.96

潜在株式調整後１株当たり　　
四半期(当期)純利益

(円) 2.20 - 2.95

自己資本比率 (％) 81.27 80.57 84.17

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） 175,535 158,251 146,100

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △26,390 △108,181 △41,617

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △172,506 △961 △173,524

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高

（千円） 756,986 759,963 711,323
 

 

回次
第10期

第２四半期
連結会計期間

第11期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) 1.79 △0.02
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第10期第２四半期の連結経営指標等について、不適切な会計処理が行われていたため、訂正後の決算数値を

記載しております。2018年７月31日に四半期報告書の訂正報告書を提出しております。

４.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

５．第11期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに住宅関連サービスを行うことにより発生した事業等のリスクは、下記

の通りであります。なお、文中における将来に関する事項は、当第２四半期連結累計期間において当社グループが判

断したものであります。

 

(1) 当社グループの事業に関するリスク

不動産市況等の影響について

当社グループの事業は、個人の所有する不動産に関連する事業であることから、不動産市況、住宅関連税制、住

宅ローン金利水準等による購買者の需要動向並びに建築資材等の原材料の価格動向等に影響を受けております。

 

(2) 事業環境等に関するリスク

①住宅関連サービスに係わる法的規制

住宅関連サービスは、特定建設業者として建設業法第３条第１項に基づく東京都知事の許可（許可番号　東京都

知事許可（特-30）第149067号）を受け建築工事業、屋根工事業、大工工事業、タイル・れんが・ブロック工事業、

内装仕上工事業、鋼構築物工事業を行うと共に、建築士法第23条第１項に基づく東京都知事の登録（地盤ネット株

式会社一級建築士事務所　登録番号　東京都知事登録　第62658号）を受けて一級建築士事務所の運営をしておりま

す。

 

②許認可等の期限について

ａ．特定建設業許可の有効期限は、2018年７月20日から2023年７月19日までとなっております。

ｂ．一級建築士事務所登録の有効期限は、2018年９月１日から2023年８月31日までとなっております。

 

③許認可等の取消事由について

ａ．建設業許可の取消事由は、建設業法第29条に定められております。

ｂ．一級建築士事務所登録の取消事由は、建築士法第26条に定められております。

 

④許認可等に係る事業活動への影響について

住宅関連サービスの事業継続には前述のとおり、特定建設業許可・一級建築士事務所登録が必要でありますが、

現時点において、当社グループはこれらの許認可等の取消又は更新欠落の事由に該当する事実はないものと認識し

ております。しかしながら、将来、何らかの理由により許認可等の取消等があった場合には、住宅関連サービスの

事業活動に支障をきたすとともに業績に重大な影響を与える可能性があります。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連

結会計年度との比較・分析を行っております。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用所得環境等の改善が継続しており、全体とし

て緩やかに景気回復しております。

当社グループの事業領域にかかわる新築住宅市場は、翌年に消費税増税を控え、駆込み需要が見込まれておりま

したが、新設住宅着工戸数は未だ前年比マイナスとなっており、厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当社グループは住生活エージェントとして、“生活者の不利益解消”という使命のもと、

お客様の視点に立ったサービスを提供すべく事業推進しております。

地震大国・災害大国の日本において、当社グループがサービス提供している地盤安心マップ、地盤カルテ、じぶ

んの地盤アプリ、JIBANGOO等のツールによる安心・安全な場所選びと、地震による揺れやすさを調査する新たな地

盤調査法であります微動探査「地震eye」のフランチャイズ調査網構築を進めております。プロ向けの情報を集約し

た「地盤安心マップPRO」による災害リスク検討に加え、全自動地盤調査機「iGP」と「地震eye」による調査によっ

て、平時と地震時双方の地盤調査精度を向上、地盤状況を基に最適な耐震性を考慮した住宅設計を行うことで、い

つまでも安心して住み続けられる「地盤適合耐震住宅」の普及に取り組んでおり、７月には、ジャパンホーム株式

会社から住宅設計・販売・施工事業を譲受け、「地盤適合耐震住宅」の普及を加速させております。

しかしながら、主要サービスである地盤解析サービス、地盤調査サービスは営業人員数の不足により、受注案件

数が前年割れとなり、また、不適切な会計処理が発生した事実に鑑みて、地盤調査機器販売及びフランチャイズ加

盟を一時的に中止し、顧客選定基準、与信基準等をより厳格化して販売先顧客を絞ったことが、売上高減少の要因

となりました。費用面でも、不適切な会計処理に伴う追加的な監査手続き及び定時株主総会継続会開催等の計画外

の費用が発生いたしました。

これらの活動の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は1,173,519千円（前年同期比13.4％減）とな

りました。営業利益は5,565千円（前年同期比91.7％減）、経常利益は2,141千円（前年同期比96.8％減）、親会社

株主に帰属する四半期純損失は2,779千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益50,266千円）となりまし

た。

 
販売実績

当社の販売実績は、次のとおりであります。

 第10期 第２四半期連結累計期間 第11期 第２四半期連結累計期間
 （自 2017年４月１日 （自 2018年４月１日

サービス  至 2017年９月30日）  至 2018年９月30日）

 販売高（千円） 販売高（千円）

地盤解析サービス 585,464 514,411

地盤調査サービス 404,760 321,495

部分転圧工事サービス等 364,236 277,413

住宅関連サービス － 60,198

合計 1,354,461 1,173,519
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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当第２四半期連結会計期間末における財政状態は以下のとおりであります。

（資産）

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は1,781,053千円となり、前連結会計年度末に比べ71,993千円増加いたし

ました。流動資産は1,481,520千円となり、前連結会計年度末に比べ11,128千円減少いたしました。これは主に現金

及び預金が48,639千円増加、商品が26,786千円増加、未成工事支出金が97,414千円増加、受取手形及び売掛金が

58,476千円減少、前払費用が33,922千円減少、未収入金が77,165千円減少したことによるものであります。固定資

産は299,532千円となり、前連結会計年度末に比べ83,122千円増加いたしました。これは主にのれんが86,973千円増

加したことによるものであります。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は340,917千円となり、前連結会計年度末に比べ80,783千円増加いたしま

した。流動負債は326,714千円となり、前連結会計年度末に比べ83,066千円増加いたしました。これは主に支払手形

及び買掛金が12,534千円増加、未成工事受入金が72,328千円増加したことによるものであります。固定負債は

14,202千円となり、前連結会計年度末に比べ2,283千円減少いたしました。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は1,440,135千円となり、前連結会計年度末に比べ8,789千円減少いた

しました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純損失2,779千円の計上、新株予約権の減少5,359千円によるも

のであります。

　

（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は759,963千円となりました。　

各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は158,251千円（前年同期175,535千円の獲得）となりました。これは主に税金等

調整前四半期純利益6,513千円、減価償却費25,165千円、売上債権の減少58,342千円、未収入金の減少69,906千円に

よるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は108,181千円（前年同期26,390千円の使用）となりました。これは主に無形固定

資産の取得による支出11,793千円、貸付けによる支出8,200千円、事業譲受による支出90,000千円によるものであり

ます。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は961千円（前年同期172,506千円の使用）となりました。これは主に配当金支払

155千円とリース債務の返済による支出806千円によるものであります。

 
（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,400,000

計 78,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2018年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,087,200 23,087,200
東京証券取引所
(マザーズ)

権利内容に何ら限定のな
い当社において標準とな
る株式であります。
なお、１単元の株式数は
100株であります。

計 23,087,200 23,087,200 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年９月30日 － 23,087,200 － 490,402 － 18,540
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(5) 【大株主の状況】

　　2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

山本　強 東京都新宿区 6,045,000 26.48

HOUSEEPO PTE. LTD.
DIRECTOR YAMAMOTO TSUYOSHI
（常任代理人　山本　強）

10 Anson Road #14-06 International Plaza
Singapore （東京都千代田区）

4,800,000 21.03

齊藤　福光 東京都港区 280,000 1.23

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川１丁目14番１号 209,100 0.92

松井証券株式会社 東京都千代田区麴町１丁目４番地 136,800 0.60

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 129,100 0.57

北谷　美樹 東京都北区 102,500 0.45

TOYO SECURITIES ASIA LTD A/C
E.FUJITA
（常任代理人　東洋証券株式会社）

UNIT 502 5/FL., HENLEY BUILDING,
5 QUEEN'S ROAD CENTRAL, HONG KONG
（東京都中央区）

82,000 0.36

中根　幸則 東京都足立区 77,000 0.34

土屋　茂 東京都中央区 70,000 0.31

松木　大輔 東京都文京区 70,000 0.31

計 － 12,001,500 52.57
 

　（注）　上記のほか当社所有の自己株式257,500株があります。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

                    　                                                            2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 257,500
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

228,251 ―
22,825,100

単元未満株式
普通株式

― ―
4,600

発行済株式総数 23,087,200 ― ―

総株主の議決権 ― 228,251 ―
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② 【自己株式等】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
地盤ネットホールディン
グス株式会社

東京都中央区日本橋
一丁目７番９号

257,500 ― 257,500 1.12

計 ― 257,500 ― 257,500 1.12
 

　

２ 【役員の状況】
　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、應和監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第10期連結会計年度　東陽監査法人

第11期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間　應和監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 711,323 759,963

  受取手形及び売掛金 427,087 368,610

  商品 58,245 85,032

  未成工事支出金 - 97,414

  仕掛品 12,853 9,611

  貯蔵品 1,423 1,430

  前払費用 140,080 106,157

  未収入金 146,732 69,567

  その他 28,760 22,858

  貸倒引当金 △33,858 △39,124

  流動資産合計 1,492,649 1,481,520

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 16,473 16,473

    減価償却累計額 △5,117 △5,892

    建物及び構築物（純額） 11,356 10,581

   機械装置及び運搬具 20,788 22,652

    減価償却累計額 △8,468 △9,910

    機械装置及び運搬具（純額） 12,320 12,742

   その他 17,425 17,630

    減価償却累計額 △6,976 △8,498

    その他（純額） 10,449 9,131

   有形固定資産合計 34,125 32,455

  無形固定資産   

   ソフトウエア 94,318 82,747

   のれん 11,825 98,798

   その他 5,321 5,611

   無形固定資産合計 111,465 187,157

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,000 5,000

   繰延税金資産 22,521 15,962

   その他 57,619 66,978

   貸倒引当金 △14,321 △8,021

   投資その他の資産合計 70,819 79,919

  固定資産合計 216,410 299,532

 資産合計 1,709,059 1,781,053
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 88,923 101,458

  未払金 55,223 49,576

  未払法人税等 4,033 6,662

  賞与引当金 17,842 26,491

  ポイント引当金 8,188 8,234

  未成工事受入金 - 72,328

  その他 69,435 61,962

  流動負債合計 243,647 326,714

 固定負債   

  損害補償引当金 10,000 10,000

  その他 6,486 4,202

  固定負債合計 16,486 14,202

 負債合計 260,133 340,917

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 490,402 490,402

  資本剰余金 22,198 22,198

  利益剰余金 1,003,265 1,000,485

  自己株式 △76,908 △76,908

  株主資本合計 1,438,957 1,436,178

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △469 △1,120

  その他の包括利益累計額合計 △469 △1,120

 新株予約権 10,437 5,077

 純資産合計 1,448,925 1,440,135

負債純資産合計 1,709,059 1,781,053
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

売上高 1,354,461 1,173,519

売上原価 641,945 602,980

売上総利益 712,516 570,538

販売費及び一般管理費 ※  645,846 ※  564,972

営業利益 66,670 5,565

営業外収益   

 受取利息 5 33

 未払配当金除斥益 473 402

 その他 156 587

 営業外収益合計 635 1,022

営業外費用   

 支払利息 83 64

 為替差損 269 177

 訴訟関連費用 - 3,704

 その他 119 500

 営業外費用合計 472 4,447

経常利益 66,832 2,141

特別利益   

 新株予約権戻入益 - 5,359

 特別利益合計 - 5,359

特別損失   

 固定資産売却損 - 477

 固定資産除却損 - 510

 特別損失合計 - 987

税金等調整前四半期純利益 66,832 6,513

法人税等 16,566 9,293

四半期純利益又は四半期純損失（△） 50,266 △2,779

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

50,266 △2,779
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 50,266 △2,779

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 △745 △650

 その他の包括利益合計 △745 △650

四半期包括利益 49,520 △3,429

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 49,520 △3,429

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 66,832 6,513

 減価償却費 23,508 25,165

 のれん償却額 1,013 5,644

 賞与引当金の増減額（△は減少） △6,642 8,649

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,781 △1,033

 ポイント引当金の増減額（△は減少） △6,555 45

 損害補償引当金の増減額（△は減少） 7,974 －

 受取利息及び受取配当金 △5 △33

 株式報酬費用 4,725 6,930

 支払利息 83 64

 売上債権の増減額（△は増加） △9,879 58,342

 たな卸資産の増減額（△は増加） 2,983 △62,695

 前払費用の増減額（△は増加） 58,322 21,028

 未収入金の増減額（△は増加） 92,981 69,906

 仕入債務の増減額（△は減少） 14,783 23,585

 未払金の増減額（△は減少） 200 △14,052

 未成工事受入金の増減額（△は減少） － △870

 未払消費税等の増減額（△は減少） 813 △18,499

 有形固定資産売却損益（△は益） － 477

 有形固定資産除却損 － 510

 新株予約権戻入益 － △5,359

 その他 △40,375 20,467

 小計 202,983 144,787

 利息及び配当金の受取額 5 7

 利息の支払額 △83 △64

 法人税等の支払額 △32,715 △1,079

 法人税等の還付額 5,345 14,601

 営業活動によるキャッシュ・フロー 175,535 158,251

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △12,175 △662

 有形固定資産の売却による収入 － 1,000

 無形固定資産の取得による支出 △13,161 △11,793

 貸付けによる支出 － △8,200

 貸付金の回収による収入 － 620

 敷金及び保証金の回収による収入 － 844

 敷金及び保証金の差入による支出 △1,053 －

 事業譲受による支出 － △90,000

 出資金の回収による収入 － 10

 投資活動によるキャッシュ・フロー △26,390 △108,181

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △91,740 △155

 自己株式の取得による支出 △79,978 －

 リース債務の返済による支出 △787 △806

 財務活動によるキャッシュ・フロー △172,506 △961

現金及び現金同等物に係る換算差額 △630 △468

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △23,992 48,639

現金及び現金同等物の期首残高 780,978 711,323

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  756,986 ※  759,963
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 
(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
 

前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
 至　2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
 至　2018年９月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     
　給料手当 168,079千円 139,057千円

　貸倒引当金繰入額 △1,644 〃 5,266 〃

　賞与引当金繰入額 13,194 〃 24,936 〃

　ポイント引当金繰入額 △6,555 〃 45 〃
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
 

 前第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

現金及び預金 756,986千円 759,963千円

現金及び現金同等物 756,986千円 759,963千円
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月26日
定時株主総会

普通株式 91,714 4.00 2017年３月31日 2017年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2017年５月25日開催の取締役会決議に基づき、自己株式208,900株の取得及び2017年７月13日開催の取締

役会決議に基づき、自己株式150,000株の処分を行っております。この結果、当第２四半期連結累計期間において自

己株式が26,937千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が76,908千円となっております。ま

た、自己株式の処分に伴い資本剰余金が3,658千円増加し、この結果、資本剰余金は22,198千円となっております。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

事業譲受による企業結合

　当社の連結子会社である地盤ネット株式会社は、2018年５月30日にジャパンホーム株式会社と事業譲渡契約を締結

し、2018年７月20日に事業を譲り受けました。

(1) 企業結合の概要

①　事業譲受の相手先企業の名称及び事業の内容

　事業譲受の相手先企業の名称：ジャパンホーム株式会社

　事業の内容：住宅設計・販売・施工事業

②　企業結合を行った主な理由

　　ジャパンホーム株式会社は東京（首都圏）エリアのタイトな敷地条件と法的要素がからむ、制約の多い土地

において、お客様のこだわりを実現させるため、工法に拘らずお客様の敷地にあった工法を提案し、高い技

術・設計・デザイン力を駆使することにより、さまざまな厳しい条件をクリアにし、質にこだわった、フル

オーダーの中・高級な家づくりを行ってまいりました。「お客様のこだわりを実現できる家づくり」は、設立

以来400棟を超えております。

地盤ネット株式会社は、地盤解析専門会社として、地盤の調査・解析・補償サービス、地盤調査機の開発販

売、フランチャイズ事業を行っており、昨年からこれまでの地盤調査に加え、地震時の地盤の揺れやすさを対

象とした画期的な調査手法である微動探査による「地震eye」サービスの提供を開始しました。このサービスに

より、地盤の揺れやすさを住宅設計に活かし、建物をさらに安心・安全なものにすることが可能になりまし

た。

ジャパンホーム株式会社の事業を譲り受けることで、地盤ネット株式会社の地盤に関する知見とジャパン

ホーム株式会社の技術力を融合させ、「地盤特性に応じた安心・安全な家づくり」と「こだわりを実現させる

家づくり」の両方が可能になりました。また、「地震eye」サービスを当社グループの新たな収益源とするため

には、今後の普及、認知拡大が重要と考えており、お施主様へ直接アピールできる機会も増え、販売拡大効果

も期待できると考えております。

当社グループが目指す「地盤適合耐震住宅」において、ジャパンホーム株式会社の高い技術・設計・デザイ

ン力は、当社グループだけでは従来は難しかった、「耐震性とデザインが融合された家づくり」、「お客様の

敷地と地盤にあったフルオーダーの中・高級な家づくり」を実現させるものと考えております。

かかる理由から、ジャパンホーム株式会社の事業再生の支援ならびに事業譲渡契約の締結は、当社グループ

の企業価値の向上に資するものと考えております。

③  企業結合日

　2018年７月20日

④  企業結合の法的形式

　現金を対価とする事業譲受

⑤ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社の連結子会社である地盤ネット株式会社が、現金を対価として事業を譲り受けたため。

　

(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

2018年７月20日から2018年９月30日まで

　

(3) 取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 90,000千円

取得原価  90,000千円
 

　

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　6,000千円

　

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①  発生したのれんの金額 

　92,617千円

②  発生原因

　今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

③  償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、地盤解析を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

(1)　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純
    損失（△）

2円20銭 △0円12銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰
属する四半期純損失（△）(千円)

50,266 △2,779

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(千円)

50,266 △2,779

普通株式の期中平均株式数(株) 22,842,575 22,833,935

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 2円20銭 ―

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 56,666 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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（重要な後発事象）

連結子会社の合併

当社は、2018年５月14日開催の取締役会において、2018年10月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である

地盤ネット株式会社、地盤ネット総合研究所株式会社について、地盤ネット株式会社を存続会社、地盤ネット総合研

究所株式会社を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、2018年10月１日に合併を完了しております。

　

１．取引の概要

(1)　結合当事企業の名称及び当該事業の内容

（吸収合併存続会社）

名称：地盤ネット株式会社

事業内容：地盤解析・調査・部分転圧工事の実施

 
（吸収合併消滅会社）

名称：地盤ネット総合研究所株式会社

事業内容：地盤及び災害の研究開発

 
(2)　企業結合日

2018年10月１日

　

(3)　企業結合の法的形式

地盤ネット株式会社を存続会社、地盤ネット総合研究所株式会社を消滅会社とする吸収合併

　

(4)　結合後企業の名称

地盤ネット株式会社

　

(5)　その他取引の概要に関する事項

本合併は、各子会社の経営資源を統合する事で経営の効率化を図り、当社グループ全体の企業価値を向上さ

せることを目的としております。なお、地盤ネット総合研究所株式会社の事業については、合併後の地盤ネッ

ト株式会社で継続いたします。

　

２． 実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2013年９月13日）および「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2013年９月13日）に基づき、共通支配下の

取引として処理を行う予定です。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2018年11月12日
 

地盤ネットホールディングス株式会社

取締役会 御中
 

 

應和監査法人  
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 澤　　田　　昌　　輝 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 星　　野　　達　　郎 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている地盤ネットホー

ルディングス株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2018年７月

１日から2018年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、地盤ネットホールディングス株式会社及び連結子会社の2018年９

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

その他の事項

会社の2018年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係

る訂正後の四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レ

ビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該訂正後の四半期連結財務諸表に対して2018年７月31日付けで無

限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2018年７月31日付けで無限定適正意見を表明している。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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